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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 37,185 8.1 408 10.4 758 8.3 499 △7.5

2024年３月期第１四半期 34,398 4.6 370 △10.9 700 0.1 539 9.8

（注）包括利益 2025年３月期第１四半期 814百万円（△26.8％） 2024年３月期第１四半期 1,112百万円（184.7％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第１四半期 25.08 24.99

2024年３月期第１四半期 26.60 26.49

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 98,774 31,615 32.0

2024年３月期 79,996 31,219 39.0

（参考）自己資本 2025年３月期第１四半期 31,571百万円 2024年３月期 31,171百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 21.00 － 21.00 42.00

2025年３月期 －

2025年３月期（予想） 22.00 － 22.00 44.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 75,000 1.7 1,200 1.4 1,800 1.1 1,150 1.0 57.79

通期 160,000 2.8 2,400 3.9 3,500 4.0 2,630 0.8 132.15

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無

１．2025年３月期第１四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）



（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 有

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 無

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無

③  会計上の見積りの変更                        ： 無

④  修正再表示                                  ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期１Ｑ 21,293,052株 2024年３月期 21,293,052株

②  期末自己株式数 2025年３月期１Ｑ 1,385,408株 2024年３月期 1,391,968株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期１Ｑ 19,901,122株 2024年３月期１Ｑ 20,277,383株

※  注記事項

（注）詳細は、添付資料9ページ「２.四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務

諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．当四半期決算に関す

る定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、激動が続く国際政治、物価と金融政策の間で揺れ動く市場、

ＡＩ・ＤＸ化で進む産業革命など、激しい変動と進化が共存する混沌とした状況にあります。当建設業界において

は、2024年度は、民間住宅投資、民間非住宅投資、公共投資すべてにおいて、前年比プラスで推移すると予想さ

れ、業界全体としてプラスの中で推移すると見込まれます。

（建設経済研究所資料より当社推定）

このような経済状況のなか、当社グループは中長期的な経営戦略に沿って、重点施策を着実に推進するととも

に、積極的な営業活動を展開してまいりました。連結ベースの売上高は37,185百万円（前年同四半期比＋

8.1％）、売上総利益は4,009百万円（同＋7.8％）となりました。販売費及び一般管理費は3,600百万円（同＋

7.5％）で、営業利益は408百万円（同＋10.4％）、営業外損益は349百万円（同＋5.8％）計上でき、経常利益は

758百万円（同＋8.3％）となりました。特別損益は、投資有価証券売却益を特別利益に、また固定資産除却損を特

別損失に計上し、その結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は499百万円（同△7.5％）となりました。

セグメント別に見ると

管材類は売上高が11,014百万円で、前年同四半期比377百万円の増加（＋3.5％）となりました。

これは主に、非住宅向けの金属管材類及び、水処理施設向けのバルブ類の需要が減少したものの、空調機器類の

需要の増加に伴い、空調配管部材の需要が増加したこと及び、樹脂管材類の需要の増加に対応し、在庫商品の拡

充、物流機能強化を図ったことによるものです。

衛生陶器・金具類は売上高が10,461百万円で、前年同四半期比846百万円の増加（＋8.8％）となりました。

これは主に、リフォーム需要の増加に合わせて、戸建住宅では、衛生機器類や温水洗浄便座の取替需要、高付加

価値商品の販売が堅調に推移したこと及び、非住宅分野では、宿泊施設、オフィスビル等のリニューアル需要が増

加したことによるものです。

住宅設備機器類は売上高が6,860百万円で、前年同四半期比1,004百万円の増加（＋17.2％）となりました。

これは主に、給湯機器類は、補助金活用による高付加価値の給湯器やエコキュートの需要が増加したこと及び、

住宅分野のリフォーム、非住宅分野のリニューアル需要の増加に対応し、建材分野の新規商材の販売が増加したこ

とによるものです。

空調・ポンプは売上高が8,558百万円で、前年同四半期比718百万円の増加（＋9.2％）となりました。

これは主に、空調機器類は、全国的な猛暑の影響により、住宅、非住宅共に取替需要や省エネ機器などの高付加

価値商品の需要が増加し、特に北日本エリアにおける空調機器類の需要が大幅に伸長したことによるものです。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて、18,778百万円増加（＋23.5％）

し、98,774百万円となりました。これは主に、電子記録債権の増加等によるものです。

負債合計は、前連結会計年度末に比べて、18,381百万円増加（＋37.7％）し、67,158百万円となりました。これ

は主に、短期借入金の増加等によるものです。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、396百万円増加（＋1.3％）し、31,615百万円となりました。これは

主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上等によるものです。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

現時点では通期業績予想等につきまして、2024年５月10日に発表した業績予想を修正せず、据え置いておりま

す。なお、業績予想を見直す必要が生じた場合には、速やかに開示する予定であります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,496 4,587

受取手形及び売掛金 25,113 28,578

電子記録債権 5,746 17,558

商品 9,359 9,907

未成工事支出金 256 300

未収還付法人税等 167 183

その他 2,864 2,191

貸倒引当金 △17 △25

流動資産合計 48,986 63,282

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,842 7,805

減価償却累計額 △2,433 △2,495

建物及び構築物（純額） 2,409 5,309

機械装置及び運搬具 233 233

減価償却累計額 △179 △182

機械装置及び運搬具（純額） 54 51

土地 8,884 10,140

建設仮勘定 172 176

その他 1,112 1,116

減価償却累計額 △876 △878

その他（純額） 236 238

有形固定資産合計 11,757 15,915

無形固定資産

のれん 20 19

その他 964 1,054

無形固定資産合計 984 1,073

投資その他の資産

投資有価証券 10,414 10,912

長期貸付金 286 426

保険積立金 4,609 4,732

敷金及び保証金 1,481 985

退職給付に係る資産 728 736

繰延税金資産 150 151

その他 653 615

貸倒引当金 △57 △58

投資その他の資産合計 18,267 18,502

固定資産合計 31,009 35,492

資産合計 79,996 98,774

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 17,284 16,207

電子記録債務 14,341 14,042

短期借入金 5,684 21,920

１年内返済予定の長期借入金 1,319 1,972

未払法人税等 739 325

未成工事受入金 166 186

預り金 99 175

賞与引当金 571 307

その他 1,699 1,502

流動負債合計 41,905 56,640

固定負債

長期借入金 2,386 5,859

繰延税金負債 3,041 3,191

再評価に係る繰延税金負債 316 316

役員退職慰労引当金 70 64

退職給付に係る負債 173 180

預り保証金 643 663

その他 239 242

固定負債合計 6,871 10,518

負債合計 48,777 67,158

純資産の部

株主資本

資本金 542 542

資本剰余金 490 489

利益剰余金 27,200 27,281

自己株式 △1,007 △1,003

株主資本合計 27,225 27,310

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,239 3,558

土地再評価差額金 474 474

退職給付に係る調整累計額 231 228

その他の包括利益累計額合計 3,945 4,261

新株予約権 47 44

純資産合計 31,219 31,615

負債純資産合計 79,996 98,774
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年６月30日)

売上高 34,398 37,185

売上原価 30,677 33,175

売上総利益 3,720 4,009

販売費及び一般管理費 3,350 3,600

営業利益 370 408

営業外収益

受取利息 4 8

受取配当金 110 138

仕入割引 198 210

その他 44 34

営業外収益合計 357 392

営業外費用

支払利息 7 16

手形売却損 1 2

営業外手数料 12 15

その他 5 8

営業外費用合計 27 42

経常利益 700 758

特別利益

投資有価証券売却益 100 17

特別利益合計 100 17

特別損失

固定資産除却損 － 0

特別損失合計 － 0

税金等調整前四半期純利益 801 775

法人税等 261 276

四半期純利益 539 499

非支配株主に帰属する当期純利益 0 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 539 499

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年６月30日)

四半期純利益 539 499

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 573 318

退職給付に係る調整額 △0 △3

その他の包括利益合計 572 315

四半期包括利益 1,112 814

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,112 814

非支配株主に係る包括利益 0 －

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年６月30日）

減価償却費 98百万円 106百万円

のれんの償却額 － 1

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

報告セグメント
その他

(注)１
合計

管材類
衛生陶器・

金具類

住宅設備

機器類
空調・ポンプ 計

売上高

顧客との契約か

ら生じる収益
10,637 9,614 5,856 7,839 33,946 398 34,344

その他の収益 － － － － － 53 53

計 10,637 9,614 5,856 7,839 33,946 451 34,398

セグメント利益

(注)２
1,457 994 508 723 3,683 37 3,720

利益 金額

報告セグメント計 3,683

「その他」の区分の利益 37

販売費及び一般管理費 △3,350

四半期連結財務諸表の営業利益 370

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流受託、情報システ

ム、不動産賃貸及び軌道関係機器販売等の事業を含んでおります。また、セグメント別に把握する

ことが困難な売上値引き（56百万円）及び売上割引（145百万円）を控除しております。

２．販売費及び一般管理費をセグメント別に把握することが困難である為、セグメント利益は売上総利

益であります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（百万円）
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他

(注)１
合計

管材類
衛生陶器・

金具類

住宅設備

機器類
空調・ポンプ 計

売上高

顧客との契約か

ら生じる収益
11,014 10,461 6,860 8,558 36,894 241 37,135

その他の収益 － － － － － 49 49

計 11,014 10,461 6,860 8,558 36,894 290 37,185

セグメント利益

(注)２
1,477 1,125 600 789 3,993 15 4,009

利益 金額

報告セグメント計 3,993

「その他」の区分の利益 15

販売費及び一般管理費 △3,600

四半期連結財務諸表の営業利益 408

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流受託、情報システ

ム、不動産賃貸及び軌道関係機器販売等の事業を含んでおります。また、セグメント別に把握する

ことが困難な売上値引き（54百万円）及び売上割引（148百万円）を控除しております。

２．販売費及び一般管理費をセグメント別に把握することが困難である為、セグメント利益は売上総利

益であります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（百万円）

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

- 9 -

橋本総業ホールディングス㈱（7570） 2025年３月期 第１四半期決算短信



（1）処分期日 2024年７月23日

（2）処分する株式の種類及び株式数 当社普通株式 7,619株

（3）処分価額 １株につき 1,377円

（4）処分価額の総額 10,491,363円

（5）割り当ての対象者及びその人数に割当てる株式の数
取締役13名

監査役４名

6,967株

　652株

（重要な後発事象）

（譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分）

当社は、2024年６月27日開催の取締役会において、譲渡制限付株式報酬として自己株式の処分（以下「処

分」）といいます。）を行うことについて決議し、以下のとおり2024年７月23日に、自己株式の処分を実施い

たしました。

１．処分の概要

２．処分の目的及び理由

当社は、2020年５月28日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役を含みます。以下同じで

す。）については、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与することと共に、株主の皆さ

まと一層の価値共有を進めることを目的として、また、当社の監査役（社外監査役を含みます。以下同じで

す。）については、株主の皆さまと価値共有により、当社の企業価値の毀損の防止及び信用維持へのインセン

ティブを付与することを目的として、当社の取締役及び監査役を対象とする新たな報酬制度として、譲渡制限

付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）を導入することを決議し、また、2020年６月28日開催の第83

回定時株主総会において、①本制度に基づき、譲渡制限付株式の付与に係る現物出資財産として、既存の金銭

報酬枠とは別枠で、当社の取締役に対して年額30百万円以内（うち社外取締役３百万円）、監査役につき年額

３百万円の金銭報酬債権を支給する事、②譲渡制限期間を譲渡制限付株式の交付日から当社の取締役又は監査

役その他当社取締役会で定める地位を退任又は退職する日（ただし、本割当株式の交付の日の属する事業年度

の経過後３月を経過するまでに退任又は退職する場合につき、当該事業年度経過後６月以内で取締役会が別途

定めた日があるときは、当該日）までの期間とすること、並びに③（ⅰ）当社の取締役会が定める役務提供期

間の間、継続して、当社の取締役又は監査役その他当社取締役会で定める地位に有すること、及び（ⅱ）当該

役務提供期間満了前に当社の取締役及び監査役その他当社取締役会で定める地位を退任又は退職した場合には

当社の取締役会が正当と認める理由があることを譲渡制限の解除条件とすることにつき、ご承認いただいてお

ります。
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